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は じ め に
繍 は前稿 「ソピab会計発達史一1951年から1955年まで」の鰯紗 麗 。
前稿においては,第5次5力 年計画期(1951-55年)におけるソビエ ト会計の史実をみながら,
戦後の経済復興を終え,戦争の影響を払拭して正常な情況のもとで会計が実施された時期の会計
の諸問題を考察した。
この考察から,当時のソビエ ト会計は,まず,会計報告書とバランス規程,工業生産物の原価
計算規程,棚卸規程,勘定計画などの会計にとって重要な原則的な問題を解決したこと,ついで,
材料会計,労働と賃金会計,固定資産会計などの個別的な問題を解明したことを明らかにした。
さらに,この時期に,建設業,商業,農業の各部門における会計も改善されると共に,新しい社
会主義競争の展開のもとで会計が積極的な役割を果したことを明らかにして,ソ ビエ ト会計が第
5次5力年計画の達成に大きく貢献したことを示した。
そこで,前稿での以上のような考察をふまえて本稿においては,1956年から1958年までのソビ
エ ト会計の史実をみてい くことにしたい。
ところで,1956年から1958年までのソ連は,丁度,ソ連邦共産党第20回大会で確認された第6
次5力年計画期(1956-60年)のうちの初めの3力年間にあたる。この新しい5力年計画は1959年
からは ソ連邦国民経済発展7力年計画(1959-65年)に切替えられたが,第6次5力 年計画の主要
な課題は,「重工業の優先的発展と,不断の技術的進歩と,労働生産性の向上にもとつ いて,国
民経済の全部門をいっそ うカつよく発展させ,農業生産を急激に高揚させることであ り,それに
(4,p.140)
もとついてソヴェト国民の物質的福祉と文化的水準をおおはばにたかめることjであった。.この
課題を好成績に達成するために,党大会では,現存め生産設備の合理的利用,製品の質の改善,
生産物原価の引下げ,厳格な節約体制の導入,独立採算制の強化,原材料の代用品や再生原材料
の採用などがいっそう重視された。また,党大会は会計の機械化にも注 目し,計算機の生産を
(1,p.227)
4・5倍に増大させることを決定した。 このため,ソ ピe一ト会計の前には,会計を簡略化しその費
用を廉価にする課題と共に,材料会計や労働と賃金会計の改善,先進的な会計形態の採用 とその
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簡素化の課題が提示された。さらに,この時期には,工業と建設業の管理組織は改組された。 こ
のため,この改組に適応した会計にたいする新しい指導体制の確立も,ソビエ ト会計の課題とな
った。これらの諸課題に応えるため,こ の時期におけるソ連では,資 材会計,労働 と賃金会計,
勘定計画が改善され,管理組織の改組との関連で新しい会計指導がおこなわれていったのであるΦ
このような当時のソビエ ト会計の諸問題を,以下においてみていくことにしよう。
1資 材会計の改善
ソ連邦共産党第20回大会で採択された第6次5力 年計画指令では,つぎのことが強調された。
「原料 燃料,電力,金属その他の原材料をいっそう合理的につかい,原料の精製過程で原料を
総合的に利用し,原料および材料の消費の割合をへらし,不足している原料,あ るいは高価な原
料,材料や非鉄金属の代用品をできるだけ採用するようにする。再生原料やあたらしい種類の経
済的な材料をもっとおおはばに生産に利用する。生産工程での材料の損失,と くに,不良品をだ
(4,PS146)
す ことによる損失を急激にへ らす」。 この課題を解決す るために,資 材会計の改善が問題 とな づ
た。、
そ こで,ソ 連邦財務省内の会計 と報告書の管理局は,多 くの工業企業 と建設企業 における材料
の会計組織の先駆的経験を調査 し,研 究者 と実務家 とか らなる協議会を頻繁に開催 して,倉 庫会
計 と材料会計の諸問題を討議 した。そ して,こ れ までの訓令の欠点を取除いた新 しい規程 として.
1956年3月22日,「企業 と建設におけ る材料会計に関す る基本規程」《OcHoBHHenono】KeHlisnO
(1,P.228)
ygeTyMaTepllaaoBHailpeAllpHgTu"xucTpo茸Kax》カミ認 司1され た 。.i
(1,pp.228-230)
新規程はつぎの5つの部分がらなうている。第1部は材料会計の課題と総則,第2部 は資材動
態取引の確認,第3部 は倉庫(物置)における資材の会計と統制,第4部 は経理部におけ る資材
の会計とその動態にたいする統制,第5部 は生産における材料の会計とその利用にたいする統制
である。そして;規程は材料会計の最も先駆的な方法とされていた残高計算法を基礎にして制定
され,こ の方法を工業と建設業における材料会計の組織化の基本的方法として最終的に確認した。
まず,規程は材料会計の手続をいちじるしく簡単にした。例えば,材料会計の証態書類を簡略
にし,また倉庫での材料の品分け計算カー ドの記録とその交付も簡略にし,残高帳簿における材
料の価値指標による評価方法,資材の動きと残高に関する報告書の作成方法も改善した。同時に.
{1)
生産のために材料を引渡す際には,資材の配給計算の証愚書類であるリミット・配給カー ドを広
く採用することを薦めた。 このカー ドは一連の束となった書類であるので,証愚書類の交付手数
{1}今日の ソ連の会計辞典によれば,リ ミット・配給 カー ドはつ ぎの ように説明されている。 リミッ ト・
配給 カー ドは商品 資材の供給計算に関する証愚書類である。この証愚書類は国民経済の各種部門の企
業で採用されている。 リミット・配給カ 一ードe*一一・連の束となった証愚書類である。その1つを切離す際
には,記入 日,材料の受取人の氏名,材料の種類と供給 リミットが明示される。指示された期間中にリ
ミットの範囲内で,物的責任者は材料の供給をおこなう。 この場合,そのつどリミット・配給カー ドに
記帳がなされる』1回 ごとの送状に代ってのこうしたヵ一 ドの採用は,証愚書類の量を削減させること
撰 詑 防106)一 ・ti.・.、 ・
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を省 き,そ の量 もいち じるしく削減す ることにな った。建設業における会計業務量 もいちじるし
く削減 した。例えば,建 設企業 の経理部から遠 く離れた現場 の会計担当者は,煩 雑な材料残高一
覧表の作成に代 って,材 料の受入 ・払 出の月次報告書を作成す ることになった。
また規程は,労 力のかかる資材の計算を機械化す ることを推薦した。 とりわけ,材 料の残高計
算 を計算機で処理す ることにした。それによって,先 駆的な材料の残高計算法 と会計の機械化 と
が結合することに なった。
さらに規程は,生 産現場での原材料の利用を計算することに も注 目した。 この計算は材料の性
質,生 産技術の特質,発 生す る損失 の内容に応 じて実施することにした。そしてその計算デー タ
に もとついて企業の経理部は,原 材料利用についての価値指標(原 材料調達の計画原価と卸売価格)
に よる貨幣計算を実施す ることにな った。
ところで,こ うした一連の資材会計の改善は,1956年10月16日付のソ連邦閣僚会議決定 「企業
と経済組織 におけ る会計 と報告書の過剰を取除 くことにつ い て」《06ycTpaHeHliHva3nnlllecTBB
ygeTevaoTqeTHocTuHattpennpva2TvasxliBxo3WhcTBeHHHxopraHli3aqvaAx》によっていっそ う促
(1,p.230>
進された。 この決定はソ連邦の各省庁にたいして企業の現存する計算報告書,技術的書類の量を
削減し,生産計画書,資 材技術補給申請書,諸計算方法などを簡略化することを要請し,さらに
企業内報告書の量,制度および内容に関する指示を与えた。そこで省庁は,管轄下の若干の企業
を対象として,会計業務をできる限 り機械化し,少数の会計担当者で会計を実施し報告書を作成
するシステムのモデルをつ くり,このモデルを多 くの企業に普及させることにした。また決定は
企業長にたいして,職場でつ くられる企業内報告書を簡略化すること,作業ノルマと出来高賃金
基準を削減すること,会計業務量を減少させるその他の措置を講ずることを義務づけた。
こうした状況のもとで,計算報告書や技術的書類を再検討するために,各省内に副省長を議長
とし,経理部長,会 計担当責任者からなる常設委員会が設置された。
2労 働と賃金の会計の改善
社会主義建設のすべての段階において,党と政府は労働と賃金の組織化に大きな意義を認めて
いた。 しかし,第6次5力 年計画の実施期間申に労働 と賃金の組織化の分野に大きな欠陥が生じ
ていた。生産においては,作業の経験的 ・統計的なノルマが主として普及し,ノルマは技術的に
(21
充分な基礎を もっているものではなか った。 このため,そ れは労働者の賃率額に とって意義のあ
るものとはな っていなかっただけでな く,それぞれの部門別 と職業別の賃率額の水準は正当な相
互関係はなかった。技師 ・技術者 と事務職員の各カテ ゴリーの賃金も整理 されておらず,そ れぞ
(2)賃率額は今 目ではつぎのように説明されている。「賃率額は100%のノルマ遂行を条件1こして.第1級
の仕事をする労働者についてだけ,国家によって中央集権的に工業の各部門ごとに時間(あ るいは日・
月)にたいしてきめられる。他の等級の労働者の賃率額は,この第1級の賃率額に賃率係数をかけて算
定される。したがって第1級の賃率額は,『賃率制度の基礎』,『出発点』といわれ,『賃金調整の基本的
用具』であり,rいろんな範疇の労働者の労働支払における相互関係を制定する基本的道具』として役
(8,p.83)
にたつ」と。
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れが労働支払の条件をもった多 くの制度があった。さらにまた,新技術の導入,労働生産性の向
上,原価の引下げの刺激にたいするプレ ミアムの役割は充分ではなかった。
こうした欠陥を取除 くために,また生産規模の拡大および工業と建設業の管理制度を従来の部
門別管理制度から地域別管理制度への移行というのちに触れる管理制度の改組と関連して,1958
年2月10日,労働 と賃金問題に関するソ連邦閣僚会議国家委員会,ソ連邦財務省,ソ連邦中央統
計局は,新 しい 「工業企業における労働 と賃金の計算に関する基本規程」《OCHOBHNenonoxeHH9
(1.P.231)
myqeTyTPyπava3aPa60THotinnaTHHaupoMNIIIneHH'HxnpeAnpvasTugx》を発 布 した。 この規
程 を作 成す る際 に基 礎 とな った ものは,労 働 の組 織 化 と賃金 につ い ての ソ連 邦共 産党 第20回大会
{3}
指令と,先に触れた1956年10月16日付のソ連邦閣僚会議決定 「企業と経済組織における会計と報
告書の過剰を取除 くことについて」であった。
当時,会計業務を簡略化しようとす る大規模な活動がおこなわれていたにもかかわらず,労働
と賃金の第1次的計算はいまだ煩雑であり,とくに労働者の生産物生産高の計算と賃金の決済に
おいて複雑であった。1951年9月11日付でソ連邦財務省とソ連邦中央統計局が承認した 「工業に
おける労働と賃金の計算に関する基本規程」は,この時期の要請にこたえることはできなかった。
例えば,多 くの企業においては,労働のノルマ化は複雑であったし,技術過程と労働ノルマは必
要以上に人為的に詳細に区分していた。このことは生産高の計算についての多 くの証愚書類を作
成していた。個々の企業では,1つ の労働の出来高払制にたいして1カ月、に2,000-3,000の証愚
書類に記入がなされていた。労働者は1カ月間に繰返し反復する労働にたいする指図書に頻繁に
(1,p.232)
記入をした。しかも指図書には不必要な記入と記録,無用な署名がなされた。
また,生 産高ノルマと出来高払い賃金基準の決済と統制のために,非生産的労働に従事する専
門技師,規格化専門家,技術員の多 くが携わった。加えて,膨大な量の証愚書類は経理部,機械
(1,p.232)
計算ステーシ ョン(MCC),機械計算 ビュー ロー(MCB)に大 きな負担をかけていた。
そ こで,多 くの企業は ノルマと出来高払い賃金基準の量を再検討 して削減す ることに した。そ
のために,生 産高 ノルマと出来高払い賃金基準を詳細にす る代 りに,そ れらを拡大し,不 必要に
採用していた職区での出来高払いの労働支払を廃止し,生 産高計算の 日報の証愚書類を5日 間,
(1.P.232)
10日間,1カ 月間ごとに決済する証愚書類に代えた。
そして,1958年2月に承認された新しい基本規程は,労働と賃金の計算についての問題で大き
な意義をもつ ことになった。そこには多 くの企業での先進的な経験と規程草案を検討した人びと
(3}20回党大会ではつぎのような事項が決定された。「①生産技術においては,近代的な技術水準 と生産
組織に適合した確実な根拠ある生産 ノルマ(基準)の広範な定着を保障すること。②困難な作業(主 と
して重筋作業)もしくは高温の職場の従業員の賃銀においては,産業部門別ならびに職種別の賃率の高
さは,労働者の資格と,労働者の賃銀にたいする優先性の証明を考慮して,各賃率の間に正しい相互関
係をもうけること。③技術労働者と勤務員(職員)の労働の支払いにおける賃率制度の複雑さと矛盾と
を整理すること。すなわち,実際問題としては,新 しい技術を定着させ,労働生産性の向上と製品の原
価引き下げを実現するため1こ,労働の支払いにおけるプレミアム制(賞金制度)の役割を高度に利用す
(6.P・196)
ること」。.
(39)ソ ピa5会計発達史 、39
の提案とが盛られた。基本規程はつぎの5つの部分で構成された。第1部総則,第2部 人員の計
算,第3部 労働時間利用の計算と労働規律状態にたいする統制,第4部 生産物生産高と賃金の計
算,第5部 賃金の決済。
1958年の規程の特徴を1951年の規程と比較してみると,つぎのようになる。規程の第1部では,
工業における労働と賃金の計算の課題として,①生産物の生産における労働費と賃金の正確な決
定,②労働者 と勤務員の計画人員の順守にたいする統乱 ③労働の量と質にたいする統制,④労
働時間の利用にたいする統制,⑤賃金フォン ドの支出にたいする統制,⑥賃金の適時な正確な算
定にたいする統制を挙げて,労働と賃金の計算の課題をより明確に規定し,労働のノルマ化と賃
金の組織化の改善が会計の整備の重要な条件であることを示した。そして,会計業務量の削減と
その質を改善するために,賃金の決済を集権的方法でおこなうことが勧められ,ただ大規模企業
でのみ,企業内の個々の多数の大職場別に賃金の決済をおこなう分権的方法を認めた。同時に,
ロヵ　 　お 　コ　ヨラ
賃金の決済を機械化で処理することも勧められた。
規程の第2部では,い ちじるしく改善された人員の計算方法が規定された。これまではこの計
算は非常に複雑であった。例えば,要員部課と各職場でそれぞれ並行して個人カー ドを導入して
人員の計算をおこない,しかも個人カー ドには技師 ・技術担当老,速成工業学校(Φ30)修了者・
技能工養成修了者なども記入されていた。しかし,新しい規程ではこの計算を非常に簡単なもの
にした。計算は要員部課でおこなわれ,各職場別ではなく,企業全体についての労働者と勤務員
のデータを確保することになった。そしてそこでは,指導的な働き手と科学担当者には個人 リス
トと個人カー ドが,高等教育と中等教育を受けた専門家には専門家カー ドがそれぞれ作成される
(1,P.233)
ことになった。
規程の第3部 では,労 働時間の利用の計算 と労働規律状態にたいす る統制が規定された。それ'
は旧規程 では39項目であったが,新 規程では13項目となった。新しい規程は,作 業欠席,病 気欠
勤,相 当の理由なき欠勤な どから出勤を記録す る方法を規定 して,従 来の出勤退出の記録計算量
をいち じるし く削減した。 こ うした方法への変更は出勤退出の記録係の時間を大 き く短縮させ,
その結果,記 録係は別 のより生産的な業務に従事で きるようにな った。
実際の労働時間の計算は,原 始的証愚書類によってではな く,出 勤退出の記録計算のデータに
よってお こな うようにした。そして従来おこなわれていた出勤退出の記録係が労働規律の違反の
資料を毎 日作成す ることと,こ れ まで採用 されていた遅刻 と欠勤を記入す る特別の帳簿記帳 とを
く　り　 ほ　　 ロ　　の
廃止した。
「生産物生産高と賃金の計算」の第4部では,生産の特徴,労働組織と労働支払の制度,技 術
過程,生産物の品質にたいする統制の制度,会計の機械化の水準などに応じた生産物生産高の計
算方法を明確に規定した。企業 と職場に生産物生産高の種々の計算方法と,実施される作業に応
じた行程 リス ト,生産高申告書,作業受理書,作業一覧表などの原始的証愚書類の採用を勧めた。
生産物の不合格品は調書で1度だけ確認されるだけでな く,それを累計した一覧表でも確認され
ることにした。
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また,労働者による生産高ノルマの遂行の計算は,つ ぎの方法でおこなうことが勧められた。
それは①1カ月間に同種類の生産物を生産する労働者のためには,現物的表現による実際に産出
された生産物と交替(ヵレンダー)時間による規定のノルマの産出されるぺき生産物との対比によ
っておこなう方法 と,②その他の労働者のためには,産出する生産物のノルマで予期された時間
数 とこの生産物の産出に実際ついやされた交替(ヵレンダー)時間数との比率によっておこなう方
法 とである。さらに,生産高ノルマの決済を簡略化す るために,年間の生産物にたいする出来高
払い賃金基準によって実際に算定された賃金と,自己の労働等級に応じた賃率額による仕事完了
(1,P.234)
時間にたいして算定された賃金 との対比による方法も認められた。
規程の第5部では,賃金フォソ ドの超過支出を防止するために,労働者と勤務員との決済方法
を規定した。この目的のためにつぎのような統制が重視された。① ノルマ,出来高払い賃金基準,
賃率額,定額賃金の正確な適用にたいす る統制,②算定された賃金の額 と生産高についての証愚
書類で示され労働者が領解した生産物の量と質との照合にたいす る統制,③ プレ ミアムと累加的
未払金の算定にたいする統制,④勤務員,技師 ・技術者,若年勤務員の職務と職務給の一致にた
いする統制および承認された定員時間表 と職務給表の順守にたいする統制,⑤すぺての生産の環
における原始的証愚書類の確認にたいする統制。
また,労働者と勤務員との賃金の決済は,つ ぎの種 々の方法の中から1つを選んでおこなうこ
とを認めた。①賃金の支給のつど利用される決済支払一覧表による方法,②会計期間中に各労働
者別に記録される 「賃金決済」特別 リス トによる方法,③1年 間または半年間にわたって利用さ
れる帳簿に綴込みられる挿入 リス トをもった決ex-一覧表による方法。さらに,これら3つの方法
のそれぞれから過年度の労働者と勤務員の賃金についての情報を得るために,カー ド調書を採用
することになった。もし決済を穿孔計算機で実施したり,帳簿に綴込みられている決済上の リス
Fまたは一一覧表を利用した りする場合には,カ ー ド調書を個人勘定,2部 の決済 リス5または決
(1,PP・234-235)
済一覧表に代えることが許された。
3労 働と賃金の第1次 的計算の新しい模範形態
1954年より実施されていた労働と賃金のための原始的証愚書類は,非常に複雑なものであった。
このため,その記入には多くの会計担当者が携わっていた。例えば,オルスク肉罐詰コンビナー
トでは,76人が経理を担当していたが,そ のうちの46人が労働と賃金の計算に携わっていたし,
小型自動車のモスクワ工場では,機械計算局でおこなわれる全会計業務の約60%は,労働と賃金
の計算で占められていた。現行の第1次的計算の模範形態以外に,企業においては,多数のしか
も不必要な指標をもった企業 自身の 「特殊な形態」を利用していたことも,問題をいっそ う複雑
(1,P.235)
に していたのである。
労働 と賃金の計算を改善 し,そ の業務量を削減す るために,ソ 連邦中央統計局は,1957年9月
6日付の ソ連邦閣僚会議決定に もとついて,工 業,建 設業お よびその他の経済組織におけ る新し
い 、「労働 と賃金の第1次 的計算の模範形態」《THnoBNeΦopMNnepBnqHoroyqeTa叩yπan3a・
(41) ソビエト会計発達史 41
pa60THottmaaTN》を作成し,そ れをアルバ ムとして多量に発行した。そして,ζ の新 しい模範形
(1,p.236)
態は1960年1月1日か ら採用 されてい くことになった。
模範形態の作成に際 して,ソ 連邦申央統計局は先駆的先進的形態 とその計算方法を提示 した。
模範形態は従前の ものと比較 して,形 態の数 とその指標 の数 とを減少させ,会 計の機械化に よる
処理を可能に した。
労働 と賃金の計算のための模範原始的証愚書類は,つ ぎの ようになった。定員 ・構成員の計算
のためには11種の統一模範形態(様式NαT-1～No.T-11),労働時間の利用 と出勤退出の記録計算
のためには5種 の統一模範形態(様 式No.T-12～N・.T-16),生産高と賃金,生 産物の不 合格 品と
未払金の計算のためには32種の統一模範形態(様式N・.T-17～No.T-48),賃金について の 労働者
と勤務 員との決済 の計算のためには8種 の統一模範形態(様式No.T-49～No.T-56)が,それぞれ
採用 され ることになった。 ソ連邦中央統計局は,こ れらの形態に何 んらの変更を加えることなし
に,工 業のすぺての部門の工業企業 と建設組織で採用す ることを勧告 した。それに よって,会 計
くユェ 　　　りの
の統一化 と機械化を促進させることを意図した。
出来高払いを受取る労働者の生産高の計算についての新模範証愚書類の採用経験は,次第に蓄
積されていった。その結果,この証愚書類の形態は生産の特徴,労働の組織と労働支払の制度,
技術過程,会計の機械化に適応していった。これと関連して,後に触れる新たに形成された国民
経済会議のもとでは,統一模範形態にたいする変更カミ許され,追加の形態も認められた。
労働と賃金の計算のための模範原始的証愚書類にたいして,その採用と記入についての簡単な
指示も公布された。その指示はソ連邦財務省,ソ連邦国家建設事業委員会,ソ連邦閣僚会議の労
(1,p.236)
働と賃金問題国家委員会,全 ソ連邦労働組合中央会議の協力のもとで作成された。
4簡 略化された勘定計画の制定
1946年から工業においては2つの勘定計画が採用されていた。1つは126の総合勘定を配置し
た勘定計画であり,それは主として大企業に適用されていた。もう1つは34の総合勘定を配置し
た勘定計画であり,それは主として地方所属の小企業に適用されていた。その後,前者の勘定計
画は再検討されて,1956年からは,総合勘定を126から73に削減した勘定計画が,連邦と共和国
所属の企業で採用された。他方,後者の34の総合勘定をもつ勘定計画は地方所属の企業で採用さ
れていた。
しかし,当時の工業にはいちじるしい変化がおきていた。地方所属の企業はその規模をいちじ
るしく拡大し,その多 くは大企業 となった。同時に,国民経済においても,個々の企業の所属が
変るとい う大きな構造的変動がおきていた。地方所属の企業が連邦または共和国所属の企業にな
った り,その逆の場合も生じていた。地方所属の企業にも,連邦所属の企業にも,共和国所属の
企業にも,大企業,中企業,小企業がそれぞれ存在するという状況になった。にもかかわらず・
地方所属の企業は,た とえ大企業であっても,34の総合勘定をもつ勘定計画を採用し・他方・連
邦と共和国所属の企業は,た とえ申小企業であっても,73の総合勘定をもつ勘定計画を採用して
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いた。つまり,勘定計画は企業規模の差異ではなく,企業の所属の差異によって異なるものを採
用するということになっていた。
結局,地方所属の大企業は34の総合勘定をもつ勘定計画を,連邦と共和国所属の小企業は73の
総合勘定をもつ勘定計画を,それぞれ必要もなく採用していたことは,大 きな矛盾となっていた。
それは企業活動を勘定に正確に反映できないからである。また,た とえ地方所属の中小企業にた
いして,従来通 り34の総合勘定をもつ勘定計画を採用し,同じ地方所属の大企業にたいして73の
総合勘定をもつ勘定計画を採用させた り,逆に,連邦と共和国所属の大企業にたいして,従来通
り73の総合勘定をもつ勘定計画を採用し,同じ連邦 と共和国所属の中小企業にたいして34の総合
勘定をもつ勘定計画を採用させたりしても,企業の同一rBE属分野に2つの異なる勘定計画が存在
することは,大 きな矛盾となった。なぜならば,それは会計の指導をする際にも同一所属の各企
業にたいして種々の指示を作成して提示しなければならず,会計要員の養成や証愚書類監査など
(i,PP●237-238)
においても複雑な困難 な問題を もたらす ことになるからである。
そ こで,1956年9月19日,ソ連邦財務省は ソ連邦中央統計局 と協力して,「国営工業企 業 の基
本活動の会計の簡略化 され た 勘定計 画」《CoKpa田eHHWhnaaHcgeToB6yxranTepcKoroygeTa
k(7,P.237)
ocrtoBHotiAe克TenbHocTurocyAapcTBeHrtNxrrpoMHIIIneHHNxnpeAnpllATtifi》を承認した。
簡略化 された勘定計画は,第1段 階に45の総合勘定を配置 した勘定計画 となった。それは73の
総合勘定をもつ勘定計画の うちの若干の総合勘定を,補 助勘定 として第2段 階に移行す ることだ
けで制定された ものではなか った。 原則 としてそれは,取 引を従前の勘定ではな く別 の勘定 で把
握 して,省 略でき得 る勘定を取除 くとい う方法と,分 析計算 のデータなしにはバ ランスを作成 で
きない ような勘定を統合す るとい う方法 とで,制 定 した。その結果,「賃金」勘定,「固定資産の
除却」勘定,「再加工用資材」勘定な どは取除かれた。 これ らの勘定は,賃 金フォン ドの変 化 を
「労働者 と勤務員 との決済」勘定で,固 定資産 の除却の取 引を 「定款基金」勘定でそれぞ れ 把 握
(1,P.238)
し,再加工用資材を原料 ・材料と同様に計算する,とい う視点から取除かれた。
また,簡略化された勘定計画においては,多 くの勘定が統合された。例えば,小額 ・迅速消耗
物品を除いて,多 くの生産用予備物品は1つの 「原料と材料」勘定に統合した。報告書の作成に
必要な指標は,資材の合計計算カー ドから得るようにして,総合計算と分析計算のデータの照合
業務を軽減した。「支払金未受領者」勘定,「不足額,不 正支出および着服に関する債権」勘定,
「購買者と注文者」勘定,「国庫への支払に関する財務機関」勘定などは,1つ の 「その他の借方
(1,pp.238-239)
項 目と貸方項 目」勘定に統合された。
勘定を統合する際には,バ ランスの作成との関連が重視された。それは分析計算のデータでも
ってバランスを作成するとしても,煩雑な補助勘定を任意に選定してそのデータからバランスを
作成するという視点を重視した。 このため例えば,取引の数が少ないにもかかわ らず,「社会保
険に関する決済」勘定は独立した勘定として残った。この勘定をその外の勘定と共に 「その他の
借方項目と貸方項 目」勘定に統合することは,かえってバランスの作成をいっそ う複雑にするこ
く1,P.239){4,
と に な る か ら で あ っ た 。
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簡略化された勘定計画のもとでは,補助勘定なしの総合勘定で記帳がおこなわれた。しかし若
干の企業では,補助勘定をも利用して分析計算がおこなわれたが,それは不充分なものに終った。
簡略化された勘定計画の制定によって,共和国の省の管轄下にあ る共和国,州:地 方(市)に
所属する企業と,調達 ・販売組織には,統一勘定計画が採用されることになった。簡略化された
統一勘定計画は,これらの企業と組織における会計の改善に役だち,73の総合勘定をもつ勘定計
画に代ってその後長 く適用された。しかも,簡略化された勘定計画に配置された勘定の名称と番
号は,1954年11月に承認された連邦と共和国所属の工業企業のための統一勘定計画に配置された
勘定の名称と番号と同じものとなった。新しい番号は特別の名称 と内容の勘定にたいしてのみつ
(1,PP◆239・・MO)
けた。 このため,簡略化された勘定計画の利用は一段と容易になった。
簡略化された勘定計画の採用は,各企業における会計を簡素化すると共に,先進的な帳簿組織
である集計表式仕訳指図書形態の適用をも容易にした。
5簡 略化された勘定計画と集計表式仕訳指図書形態
工業における集計表式仕訳指図書形態は,仕訳指図書形態やその他の帳簿組織と比較して優位
(5)
性をもっており,このことはこれまでの蓄積された経験からソ連では充分に知られていた。が,
簡略化された勘定計画の採用 とその新しい経験を考慮して,従前の集計表式仕訳指図書形態の新
しいより改良された記帳法を開発する研究がなされていった。そして,ソ連邦財務省は1958年3
(1,P.240>
月7日付の書簡で研究成果としての新しい記帳法を発表し,その採用を工業企業に推薦した。
簡略化された勘定計画に対応した新しい記帳法は,つぎの3つの特徴をもつことになった。第
1の特徴は,集計表式仕訳指図書を従来の22種から16種に,補助的計算書の数と共に減少させた
ことにある。第2の特徴は,集計表式仕訳指図書形態の記帳業務を最大限に簡素化するために,
2つの記帳法を認めたことにある。1つは同種の生産物を生産する中小企業用の記帳法であ り,.
もう1つは,職場にたいして原価についての課題が与えられていない企業用の記帳法であり,こ
⑥
の場合には,記帳回数の少ない生産費の計算がおこなわれることとなった。第3の特徴は,生産
物の発送 と販売の記帳法を変更させたことにある。この新しい記帳法はその簡素化を目的として,
出荷,引渡し業務や用役をそれぞれの一覧表に計上することになった。そして,これらのデータ
の必要な分類は,1カ 月間の合計を算定する際に,実際原価,各勘定総計,販売指標でおこなわ
(1,P.241)れ
た。
生産物 の発送 と阪売の集計表式仕訳指図書(No.6)も簡略化 された。 この指図書には新 しい2
④ こうした理由から,現在でも社会保険控除についての労組にたいする債務は,賃金についての労働者
と勤務員にたいする債務と共に,1つの項 目で示されている。
⑤ 集計表式仕訳指図書形態,仕訳指図書形態などの帳簿組織については,引用文献[9]を参照されたい.
⑥ 職場に原価課題が提示されていない企業においては,従来の各職場別の生産費計算一覧表とこの費用
を合計する集計表式仕訳指図書(No.5)の代 りに,1つの集計表式仕訳指図書(No・5/1)のみ利用す
ることになった。そして必要ならば,この集計表式仕訳指図書に特別の挿入リストを加えて,各職場で
(1,A241)
の賃金,材 料,用 役の計算をおこな うように勧めた。
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つの区分が設けられた。第1の区分は,完成製品の動きを金額表示するものであ り,第2の区分
は,発送と販売の一覧表に計上されず証遇書類で明らかにされない,生産物の工場内生産高のデ
ータと購買者からの生産物の返品を記録す るものであった。
なお,'材料の計算,納入請負者との決済の計算,現 金取引と決済勘定の計算などの方法には,
(1,P◆241)
若干の変更が くわえられた。
6工 業 ・建設業の管理制度の改革と会計
1957年5月10日に 召集 され た 第7会 期 ソ連 邦 最高 会 議 は,ソ 連 邦共 産 党 中央 委員 会2月(1957
年)総 会 の決 定 に も とつ い て,「 工業 と建 設 業 の管理 組 織 のい っそ うの改 善 に関す る法 令」《3aK頒
oAanbHetimeMcoBepmeHcTBoBaHHuopl'aHH3aばnHy11paB』eHH兄llpOMHIIIneHHOcTbroncTpo随Te囚・
(1,P.242)
bCTBOM》を承認 した。 この法令に よって,1917年の革命以降一貫 して採用 されていた部門別管理
⑦
(縦断的管理)制度は,地域別管理(横断的管理)制度に転換することになった。 この新しい条件の
もとでは,なによりも会計と報告書にたいする中央集権的指導は再び重要な意義をもつにいたっ
た。そして,そ の指導は ソ連邦財務省,ソ連邦中央統計局,ソ連邦ゴスプランに課せられた。
ソ連政府は,1957年9月6日付の決定(No.1078)でソ連邦中央統計局とその地方機関 にたい
して,会計上の諸問題の全般的指導,原 始的証愚書類様式の作成を課した。同時に,工業と建設
業における第1次的計算の組織化とその正しい実施にたいする管理,ソ連邦中央統計局の模範基
本形態にもとつ く第1次 的計算形態の適用は,経済地区に新たに形成された国民経済会議,省 お
(1,P◆242)
よび地方経済機関の課題となった。
一方,ソ連邦財務省は,会計と報告書の方法論的指導を強めていった。その結果,1957年7月
12日付の書簡(No.218)で,国民経済会議は企業における会計の実施と報告書の組成を管理する
ことになった。この書簡では,国民経済会議はつぎのような具体的な課題を実行するよう指示し
た。①第1次的計算と会計上の証愚書類を系統的に改善しその簡素化を図ること,②先進的な会
計の方法と形態を導入すること,③1954年11月に認可された連邦と共和国所属の企業の模範勘定
計画,または1956年9月に認可された簡略化された勘定計画のいずれかの勘定計画にもとついて,
会計を実施すること,そしてこの場合,国 民経済会議にこれらの勘定計画をいっそ う簡略化した
(1.Ps242)
り,個々の勘定と補助勘定を統廃合できる権限を認めること。
ソ連邦財務省内の会計と報告書の管理局は,先進的な会計の組織化の経験を研究しその普及に
傾注した。それは企業における会計実務についての多 くの重要な規程と訓令となって発表されて
いった。それによって,既存の規程と訓令は再検討されより正確なものになった。例えば,1957
⑦ 工業と建設業における管理組織の改組の基本的方向はつぎの点にあった。それは,「国家の集中的な
指導がおこなわれると同時に,共和国や地方のソヴェト機関,経済機関の権限が拡大され,広範な勤労
大衆がさらにいっそう積極的に生産管理に参加することが,新しい管理制度の基礎になるべきである」
とし,「国民経済の発展は,従来どおり単一の国家計画によって決定されたが,しかし機動的な指導の
.・ ・●●●◆■(5.P.979)
重心は,現地にうつされた。すなわち国の主要な経済行政地区に組織される国民経済会議に うっされた」。
(45)ソ ビエ ト会計発達史45
年9月 に は,「 経 済行 政 地 区の 国 民経 済会 議 の中央 経 理部 に関す る規 程」 《nonoxeHMeoqeHTpa-
nbHoti6yx「amepnucoBHaPxo3agKoHoMvauecKovoaAMIIHvac叩aTHBHoropa施Ha》が,す べ ての 国
民 経済 会 議 の た めに 作成 され た。 この規 程 は国民 経済 会議 の 中央 経理 部 の基本 的課題 と機 能を規
(1,P.243)
定 し,国 民経 済会 議 の経 理 部 長 の権 限 と義 務を定 めた 。
1957年9月20日,ソ 連 邦財 務 省 と ソ連 邦 中央 統計 局 は,「企業,建 設,経 済組 織,国 民 経 済 会
議 部門 管 理 局,省 お よび 中央 施 設 の定 期会 計報 告 書の規 模 と形態 につ いて」 《0606seMeuOPop-
MaxnepHo涯HqecKo繭6yxra刀TepcKo薗oTqeTHocTHEpeAfipHSiTvati,cTpoeK,xo3AticTBeHHNxopraH・
H3aqH貴,eTpacAeBHxynpaBneHvathCoBeToBHapoAHoroxo3兄6cTBa,MMHHcTepcTBHlleHTpaAbHNx
(1,p.243)
ygpewueHmi》の指示を公表 した。 この指示は,国 民経済の全部門の企業の報告書の構造 と定 期
的開示を整備す ると同時に,基 本活動のバ ランス形態,バ ランス項 目の解釈,要 員養成の報告書,
簡略的なバ ランス記 帳法な どを示した。
ソ連邦財務省,ソ 連邦中央統計局,国 民経済会議は,会 計の機械化の諸問題にも注意を払 った。
ほ
と りわ け,会 計 の機 械 化 の模 範 を研 究 し,そ の先進 的経験 の広 範 な普 及 と経 理部 への 計算機 の全
面 的 導 入 につ い て の施 策 を採 った。 ソ連 邦財 務 省は,1958年3月1日 付で 「機 械化 手段 に適用 し
た工 業 企業 に おけ る会 計 の組 織 化 に関す る方 法 論的指 示」<<MeTOAHueCKtaeyKa3aHUA血oopraHll3・
aqHH6yxraxTepcKoroyqeTaHafipgMNMIIeHHNXllpeAupH"Tu5txcロpHMeHeHHeMcpeAcTBMexa'
(1,p.243)
Hn3allliH》なる書簡(No.71)を発表 した。 この書簡では,機 械化手段を採用 した場合 の 会 計 の
組織化の課題 と形態 を示し,会 計の機械化のための計画立案の基礎を明らかにし,生 産高 ノルマ
と賃金の計算,資 材の計算,生 産費の計算,完 成生産物の計算な どの機械化から,会 計バ ランス
の作成の機械化 までの詳細な指示を与えた。それはこの時期における会計の機械化に とって特別
の意義を もっていた。
セ
お わ り に
1956年から1958年までの ソビエ ト会計の史実をみてきたが,こ の考察から,第6次5力 年計画
についての ソ連邦共産党第20回大会指令にそって資材会計,労 働 と賃金会計が改善されたこと,
また,簡 略化 された勘定計画が制定 され,そ の採用のもとで集計表式仕訳指図書形態が改 良され
た こと,さ らに,工 業 ・建設業の管理制度の改組の もとで新 しい会計指導がおこなわれた ことを
明 らかに した。そ して,当 時の ソビエ ト会計は,第6次5力 年計画の課題の解決にとって大きな
(8)
役割を果したのである。
第6次5力 年計画は1959年からソ連邦国民経済発展7力年計画に切替えられ,また,地域別管
理にもとつ く工業 ・建設業の管理制度の改組は,1960年項から部門別管理を再び取入れることに
(7,P.310)
よって,そ の当初の 目的を達成せずに終った。 しかしながら,第20回党大会でお こなわれた イ ・
ヴエ ・スター リンと結びついた個人崇拝にたし,・す る批判は,当 時の理論戦線において大 きな意義
を もった。それは経済科学の領域たおけ る理論の創造的発展にまでい まだいた らなかった とはい
{8)1956年から58年にかけてソ連で出版された会計文献については,引用文献[11]を参照されたい.
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え,その後,ソ ビエ ト経済制度を支える種々の命題をめ ぐって経済学の分野での一連ρ論争の1
つの契機 となったからである。そしてこれに呼応して,会計学の分野においても,社会主義会計
の対象と方法,社会主義の原価概念,技術革新下の減価償却,固定資産の再評価などをめ ぐって
(9)
論争が展開されてい くことになったのである。
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